
議案第２６号 

 

   山陽小野田市営住宅条例の一部を改正する条例の制定について  

 山陽小野田市営住宅条例の一部を改正する条例を次のように定める。  

 

  令和５年２月２１日提出 

 

                  山陽小野田市長 藤 田 剛 二   

 

   山陽小野田市営住宅条例の一部を改正する条例 

 山陽小野田市営住宅条例（平成１７年山陽小野田市条例第１６５号）の一部

を次のように改正する。 

 第５条第１項第１号中「その他婚姻の予約者」を「、婚姻の予約者及び児童

福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２７条第１項第３号の規定により同法

第６条の４に規定する里親に委託されている児童（以下「里親委託児童」とい

う。）」に改める。 

 第８条第４項を次のように改める。 

４ 市長は、第１項に規定する者のうち、次に掲げる者については、前２項の

規定にかかわらず、市営住宅に優先的に選考して入居させることができる。 

 (1) 配偶者（婚姻の届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を

含む。）と死別し、又は離婚した後婚姻（婚姻の届出をしないが事実上婚

姻関係と同様の事情にある場合その他婚姻の予約がある場合を含む。）を

していない者で、２０歳未満の扶養親族を有するもの 

 (2) ６０歳以上の者で、現に同居し、若しくは同居しようとする親族のない

もの又は次のいずれかに該当する者のみと同居し、若しくは同居しようと

するもの 

  ア 配偶者（婚姻の届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者

その他婚姻の予約者を含む。） 

  イ １８歳未満の扶養親族 

  ウ ６０歳以上の扶養親族 



 (3) ３人以上の扶養親族（１８歳未満の者に限る。）と現に同居し、又は同

居しようとする者 

 (4) 第５条第２項第１号アからオまでに掲げる者 

 (5) 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第６条第１項に規定する被保

護者又は中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留

邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０号）

第１４条第１項に規定する支援給付（中国残留邦人等の円滑な帰国の促進

及び永住帰国後の自立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１

９年法律第１２７号）附則第４条第１項に規定する支援給付及び中国残留

邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律の一

部を改正する法律（平成２５年法律第１０６号）附則第２条第１項又は第

２項の規定によりなお従前の例によることとされた同法による改正前の中

国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法

律第１４条第１項に規定する支援給付を含む。）を受けている者 

 (6) 介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７条第３項に規定する要介護

者 

 (7) 石炭鉱業の構造調整の完了等に伴う関係法律の整備等に関する法律（平

成１２年法律第１６号）第２条第３号の規定による廃止前の炭鉱労働者等

の雇用の安定等に関する臨時措置法（昭和３４年法律第１９９号）第８条

第１項に規定する炭鉱離職者求職手帳の発給を受けた者で、当該炭鉱離職

者求職手帳が失効していないもの 

 (8) 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律（平成１３年

法律第３１号。以下「配偶者暴力防止等法」という。）第１条第２項に規

定する被害者（配偶者暴力防止等法第２８条の２に規定する関係にある相

手からの暴力を受けた者を含む。以下同じ。）で次のいずれかに該当する

もの 

  ア 配偶者暴力防止等法第３条第３項第３号の一時保護若しくは第５条の

婦人保護施設における保護又は児童福祉法第２３条第１項の規定による

母子生活支援施設における保護が終了した日から起算して５年を経過し

ていない者 



  イ 配偶者暴力防止等法第１０条第１項の規定により裁判所がした命令の

申立てを行った者で当該命令がその効力を生じた日から起算して５年を

経過していないもの 

 (9) 第４号から第７号までのいずれかに該当する親族と現に同居し、又は同

居しようとする者 

 (10) 心身障害者又は生活環境の改善を図るべき地域に居住する者で市長が

定める要件を備えているもの及び市長が定める基準の収入を有する低額所

得者で速やかに市営住宅に入居することを必要としているもの 

 (11) 婦人相談所、配偶者暴力相談支援センター、福祉に関する事務所、市

町村において被害者の支援に関する業務を担当する部局又は行政機関と連

携して被害者の支援を行う民間の団体（以下「婦人相談所等」という。）

に被害者である旨の申出をし、当該婦人相談所等から当該申出があったこ

とを証する書類の交付を受けた者 

 第５１条第１号中「その他婚姻の予約者」を「、婚姻の予約者及び里親委託

児童」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。  

 （経過措置） 

２ この条例の施行の日前に、入居者の公募を開始し、又は公募によらずに入

居することができる者からの入居の申込みがされ、同日以後に入居者の決定

がされる場合の入居者の資格については、なお従前の例による。  
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議案第２６号参考資料 

山陽小野田市営住宅条例新旧対照表 

改 正 後 改 正 前 

 （入居者の資格）  （入居者の資格） 

第５条 市営住宅に入居できる者は、法第４０条第１項の規定

の適用を受ける場合を除き、次の各号（高齢者、障害者その

他の特に居住の安定を図る必要がある者として規則で定める

者（次条第２項において「高齢者等」という。）にあっては

第２号から第４号まで、被災市街地復興特別措置法（平成７

年法律第１４号）第２１条に規定する住宅被災市町村の区域

内において当該災害により滅失した住宅に居住していた者及

び住宅被災市町村の区域内において実施される事業の実施に

伴い移転が必要となった者にあっては第３号及び第４号）に

掲げる条件の全てを具備する者でなければならない。 

第５条 市営住宅に入居できる者は、法第４０条第１項の規定

の適用を受ける場合を除き、次の各号（高齢者、障害者その

他の特に居住の安定を図る必要がある者として規則で定める

者（次条第２項において「高齢者等」という。）にあっては

第２号から第４号まで、被災市街地復興特別措置法（平成７

年法律第１４号）第２１条に規定する住宅被災市町村の区域

内において当該災害により滅失した住宅に居住していた者及

び住宅被災市町村の区域内において実施される事業の実施に

伴い移転が必要となった者にあっては第３号及び第４号）に

掲げる条件の全てを具備する者でなければならない。 

 (1) 現に同居し、又は同居しようとする親族（婚姻の届出を

しないが事実上の婚姻関係と同様の事情にある者、婚姻の

予約者及び児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第

２７条第１項第３号の規定により同法第６条の４に規定す

る里親に委託されている児童（以下「里親委託児童」とい

う。）を含む。ただし、入居決定の日から３月以内に入居

できる者に限る。以下第１１条において同じ。）があるこ

と。 

 (1) 現に同居し、又は同居しようとする親族（婚姻の届出を

しないが事実上の婚姻関係と同様の事情にある者その他婚

姻の予約者を含む。ただし、入居決定の日から３月以内に

入居できる者に限る。以下第１１条において同じ。）があ

ること。 

 (2)～(5) （略）  (2)～(5) （略） 
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２・３ （略） ２・３ （略） 

  

 （入居者の選考）  （入居者の選考） 

第８条 （略） 第８条 （略） 

２・３ （略） ２・３ （略） 

４ 市長は、第１項に規定する者のうち、次に掲げる者につい

ては、前２項の規定にかかわらず、市営住宅に優先的に選考

して入居させることができる。 

４ 市長は、第１項に規定する者のうち、２０歳未満の子を扶

養している母子家庭の母若しくは父子家庭の父、引揚者、炭

鉱離職者、老人、心身障害者又は生活環境の改善を図るべき

地域に居住する者で市長が定める要件を備えているもの及び

市長が定める基準の収入を有する低額所得者で速やかに市営

住宅に入居することを必要としているものについては、前２

項の規定にかかわらず、市営住宅に優先的に選考して入居さ

せることができる。 

 (1) 配偶者（婚姻の届出をしないが事実上婚姻関係と同様の

事情にある者を含む。）と死別し、又は離婚した後婚姻

（婚姻の届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にあ

る場合その他婚姻の予約がある場合を含む。）をしていな

い者で、２０歳未満の扶養親族を有するもの 

 

 (2) ６０歳以上の者で、現に同居し、若しくは同居しようと

する親族のないもの又は次のいずれかに該当する者のみと

同居し、若しくは同居しようとするもの 

 

  ア 配偶者（婚姻の届出をしないが事実上婚姻関係と同様

の事情にある者その他婚姻の予約者を含む。） 

 

  イ １８歳未満の扶養親族  
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  ウ ６０歳以上の扶養親族  

 (3) ３人以上の扶養親族（１８歳未満の者に限る。）と現に

同居し、又は同居しようとする者 

 

 (4) 第５条第２項第１号アからオまでに掲げる者  

 (5) 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第６条第１項

に規定する被保護者又は中国残留邦人等の円滑な帰国の促

進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自

立の支援に関する法律（平成６年法律第３０号）第１４条

第１項に規定する支援給付（中国残留邦人等の円滑な帰国

の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律の一部を

改正する法律（平成１９年法律第１２７号）附則第４条第

１項に規定する支援給付及び中国残留邦人等の円滑な帰国

の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律の一部を

改正する法律（平成２５年法律第１０６号）附則第２条第

１項又は第２項の規定によりなお従前の例によることとさ

れた同法による改正前の中国残留邦人等の円滑な帰国の促

進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律第１４条第１

項に規定する支援給付を含む。）を受けている者 

 

 (6) 介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７条第３項に

規定する要介護者 

 

 (7) 石炭鉱業の構造調整の完了等に伴う関係法律の整備等に

関する法律（平成１２年法律第１６号）第２条第３号の規

定による廃止前の炭鉱労働者等の雇用の安定等に関する臨

時措置法（昭和３４年法律第１９９号）第８条第１項に規

定する炭鉱離職者求職手帳の発給を受けた者で、当該炭鉱
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離職者求職手帳が失効していないもの 

 (8) 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法

律（平成１３年法律第３１号。以下「配偶者暴力防止等

法」という。）第１条第２項に規定する被害者（配偶者暴

力防止等法第２８条の２に規定する関係にある相手からの

暴力を受けた者を含む。以下同じ。）で次のいずれかに該

当するもの 

 

  ア 配偶者暴力防止等法第３条第３項第３号の一時保護若

しくは第５条の婦人保護施設における保護又は児童福祉

法第２３条第１項の規定による母子生活支援施設におけ

る保護が終了した日から起算して５年を経過していない

者 

 

  イ 配偶者暴力防止等法第１０条第１項の規定により裁判

所がした命令の申立てを行った者で当該命令がその効力

を生じた日から起算して５年を経過していないもの 

 

 (9) 第４号から第７号までのいずれかに該当する親族と現に

同居し、又は同居しようとする者 

 

 (10) 心身障害者又は生活環境の改善を図るべき地域に居住

する者で市長が定める要件を備えているもの及び市長が定

める基準の収入を有する低額所得者で速やかに市営住宅に

入居することを必要としているもの 

 

 (11) 婦人相談所、配偶者暴力相談支援センター、福祉に関

する事務所、市町村において被害者の支援に関する業務を

担当する部局又は行政機関と連携して被害者の支援を行う

民間の団体（以下「婦人相談所等」という。）に被害者で
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ある旨の申出をし、当該婦人相談所等から当該申出があっ

たことを証する書類の交付を受けた者 

  

 （入居者資格）  （入居者資格） 

第５１条 第４９条の規定により、市営住宅を使用することが

できる者は、第５条の規定にかかわらず、次の条件を具備す

る者でなければならない。 

第５１条 第４９条の規定により、市営住宅を使用することが

できる者は、第５条の規定にかかわらず、次の条件を具備す

る者でなければならない。 

 (1) 所得が中位にある者でその所得が特定優良賃貸住宅の

供給の促進に関する法律施行規則（平成５年建設省令第１

６号）第６条に定める基準に該当するものであって、自ら

居住するため住宅を必要とするもののうち、現に同居し、

又は同居しようとする親族（婚姻の届出をしないが事実上

婚姻関係と同様の事情にある者、婚姻の予約者及び里親委

託児童を含む。）があるもの 

 (1) 所得が中位にある者でその所得が特定優良賃貸住宅の

供給の促進に関する法律施行規則（平成５年建設省令第１

６号）第６条に定める基準に該当するものであって、自ら

居住するため住宅を必要とするもののうち、現に同居し、

又は同居しようとする親族（婚姻の届出をしないが事実上

婚姻関係と同様の事情にある者その他婚姻の予約者を含

む。）があるもの 

 (2) （略）  (2) （略） 

 


